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代表取締役

ごあいさつ

平素より格別のご理解とご支援を賜り、厚く御礼申し
上げます。

このたびの新型コロナウイルス感染症により影響を受け
ておられる方々に心よりお見舞いを申し上げるとともに、
医療従事者をはじめ最前線で対応されている皆さまへ
深く感謝を申し上げます。

当社グループにおける2020年度上期の業績は、売上
高55,020百万円（前年同期比111.9％）、営業利益
6,971百万円（同133.9％）、経常利益6,862百万円
（同133.2％）、親会社株主に帰属する四半期純利益
4,512百万円（同132.2％）となり、いずれも上期として
過去最高の業績を更新いたしました。新型コロナウイル
ス感染症の世界的流行により、一部のお客さまにおいて
案件の遅延や中断等が発生しましたが、企業の革新的
なサービス創出やビジネスプロセス変革を支援する案件
に積極的に取り組んだ結果、ビジネスソリューション、
製造ソリューションおよびコミュニケーションITの各セグ
メントの業績が好調に推移しました。

足元では、With/Afterコロナに向けて企業の労働環境
や事業環境が急速に変化しており、デジタルトランスフォー
メーション（DX）の進展は社会全体の価値観を変える
パラダイムシフトを引き起こそうとしています。この状況を
踏まえ、当社グループは下期のスタートにあたり将来を
見据えた2つのプロジェクトを新しく立ち上げました。

当社グループの企業理念実現に向け戦略的事業領域を
検討する「長期事業戦略策定プロジェクト」と、New 
Normal時代の新しい働き方を検討する「ワークトランス
フォーメーションプロジェクト」です。

感染症の収束時期が見通せない中、下期も不透明な
事業環境が続くものと予想されますが、通期業績計画の
達成を目指すとともに、将来に向けた２つのプロジェクト
を通じ、持続的な成長に向け強固な事業基盤の確立に
注力してまいります。

より一層のご支援を賜りますよう、よろしくお願い申し
上げます。
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社名 株式会社電通国際情報サービス

本社 東京都港区港南二丁目17番1号

設立 1975年12月11日

連結従業員数 2,997名（2020年6月末現在）

子会社数 17社（国内9社・海外8社）

URL www.isid.co.jp
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事業年度

定時株主総会

配当金受領株主確定日

公告方法

上場証券取引所

株主名簿管理人
特別口座の口座管理機関

（同連絡先）

（同郵送先）

1月1日から12月31日まで

3月

期末配当金12月31日／中間配当金6月30日

電子公告により行います。ただし、事故その他やむを得ない
事由により電子公告をすることができない場合は、日本
経済新聞に掲載して行います。

東京証券取引所市場第一部

三菱UFJ信託銀行株式会社

三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部
Tel.0120-232-711
（通話料無料）（平日9:00～17:00）

〒137-8081 新東京郵便局私書箱第29号
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部

（ご注意）
１．株主様の住所変更、買取請求その他各種お手続きにつきましては、原則、口座を開設されている口座
管理機関（証券会社等）で承ることとなっております。口座を開設されている証券会社等にお問い合わ
せください。

２．特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、上記三菱ＵＦＪ信託銀行にお問い
合わせください。なお、三菱ＵＦＪ信託銀行全国各支店にてもお取次ぎいたします。

登録いただいた皆様にプレスリリース、決算情報など、IRに関する新着
情報をメールにてお届けしています（無料）。
ご希望の方は、以下のＵＲＬもしくはQRコードより
お手続きください。

＜ご登録はこちらから＞
https://www.isid.co.jp/ir/mail.html

〒108-0075 東京都港区港南2-17-1
03-6713-6160（IR関連） 03-6713-6055（株式事務関連）
www.isid.co.jp（当社Webサイトからもお問い合わせいただけます）

お問い合わせ先

IRサイト（www.isid.co.jp/ir/）・IRメール配信のご案内

＊本レポートに記載されている会社名、製品名、サービス名およびロゴは、ISIDもしくは各社の商標または登録商標です

銘柄コード：4812（銘柄名：ISID）

株主メモ

発行済株式の総数 32,591,240株

株主数 2,901名

国内法人
（含む自己株式）
62.9%

個人・ほか
9.5%

金融機関等
14.8%

外国法人等
12.8%

株式
分布状況

さらに詳しいIR情報は当社のWebサイトからご覧いただけます。

常勤監査役 中込 洋之介（社外）

監査役 笹村 正彦（社外・独立）

監査役 伊瀨 禎宣

  株主名  

  株式会社電通グループ 20,129 61.8

  日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 1,878 5.8

  日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,488 4.6

  電通国際情報サービス持株会 757 2.3

  GOVERNMENT OF NORWAY 682 2.1

  日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口9） 308 0.9

  BNP PARIBAS SECURITIES SERVICES LUXEMBOURG / 
  JASDEC / FIM / LUXEMBOURG FUNDS / UCITS ASSETS 278 0.9

  日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口5） 249 0.8

  JP MORGAN CHASE BANK 385781 224 0.7

  J.P.MORGAN SECURITIES PLC FOR AND ON BEHALF OF
  ITS CLIENTS JPMSP RE CLIENT ASSETS-SETT ACCT 212 0.7

※1 持株比率は自己株式（8千株）を控除して計算しております
※2 株式会社電通は2020年1月1日付で株式会社電通グループに商号を変更しました

持株数（千株）持株比率（%）
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2020年度上期トピックス

ISIDでは、新型コロナウイルス感染症で影響を受ける企業や地域に対し、ITによる支援に取り組んでいます。

ネットワークカメラ「ミエルカム」で
ケーブルテレビ品川の番組制作を支援

コロナ禍により撮影収録が困難になったケーブル
テレビ品川の番組制作を、ISIDのオープンイノベー
ションラボが研究開発中のネットワークカメラ「ミエ
ルカム」で支援しました。ミエルカムは、遠隔地から
カメラの首振りやズーム等の操作が可能なため、
スタッフが現地に行かなくても撮りたい映像を撮影
することができます。今回、休館中のしながわ水族館
に設置して、イルカ、ペンギン、クラゲ、熱帯魚などの
動画を、ケーブルテレビ品川の品川区民チャンネル
と公式YouTubeチャンネルで配信しました。

フィットネス事業を展開する
大丸プランニングの
オンラインレッスンシステムを構築

フィットネス事業を展開する株式会社大丸プランニン
グのオンラインレッスンシステムを、日本マイクロソフ
トが提供する統合ソリューション「Microsoft 365」
のチームコラボレーションのハブである「Microsoft 
Teams」の遠隔会議機能や「Microsoft Bookings」
の予約管理機能などを活用し構築しました。同社は
本システムを利用して、5月29日よりスポーツクラブ
「ace axiscore」で、遠隔フィットネスサービスを開始
しています。

「POSITIVE」「STAFFBRAIN」
スマートデバイス対応ライセンスを無償提供

統合HCMパッケージ「POSITIVE」「STAFFBRAIN」
の既存ユーザおよび新規導入予定の企業に対し、
在宅勤務やテレワーク推進を支援するため、スマート
デバイス対応モジュール「モバイル給与」「モバイル
就業」の新規ライセンスを、4月20日から11月30日
までの期間、無償提供しています。

売上高 営業利益 経常利益 親会社株主に帰属する
四半期純利益

：第2四半期累計

：通期
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100,679

49,185

2020年
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10,075

5,204

2020年
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9,648 6,862
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12月期
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4,512
前年同期比
132.2%

6,226

3,412

2020年
12月期
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12月期

（単位：百万円）

業績ハイライト

金融ソリューションセグメント
金融機関をはじめ企業における各種金融業務を支援する
ITソリューションの提供

政府系金融機関や金融サービス事業に参入する一般事業会社
向けの案件が堅調に推移し、売上高は前年同期並みとなりました。
利益は、前年同期に低採算となった案件の影響が解消し、増益と
なりました。

当期 12,224百万円
前年同期 12,240百万円
前年同期比 99.9％

当期 866百万円
前年同期 707百万円
前年同期比 122.5％

当期 10,885百万円
前年同期 9,572百万円
前年同期比 113.7％

当期 1,720百万円
前年同期 1,219百万円
前年同期比 141.1％

当期 15,531百万円
前年同期 15,140百万円
前年同期比 102.6％

当期 1,257百万円
前年同期 1,351百万円
前年同期比 93.0％

当期 16,378百万円
前年同期 12,231百万円
前年同期比 133.9％

当期 3,126百万円
前年同期 1,926百万円
前年同期比 162.3％

ビジネスソリューションセグメント
基幹システムや経営・人事管理分野を対象とした
ITソリューションの提供

人事管理ソリューション「POSITIVE」、会計ソリューション「Ci*X」、
連結会計ソリューション「STRAVIS」など自社開発ソフトウェアに
加えSAPの販売・導入が拡大し増収となりました。利益は、R&D費が
増加したものの、増収効果および収益性向上により増益となりました。

報告セグメント別の営業概況

売上高 営業利益 売上高 営業利益

売上高 営業利益 売上高 営業利益

28.2%

19.8%

29.8%

製造ソリューションセグメント
製造業の製品開発/製造/販売/保守にわたる
製品ライフサイクル全般を対象とするITソリューションの提供

一部のコンサルティングサービス案件で進捗の遅延や中断が発生しま
したが、自動車業界向けを中心に、PLM※1やCAE※2等ソフトウェア商品
の販売・導入が堅調に推移し増収となりました。利益は、収益性の高い
コンサルティングサービスの売上高減少を主因に減益となりました。

コミュニケーションITセグメント
電通グループに対する基幹システムの提供および
電通グループとの協業によるITソリューションの提供

電通グループの基幹システム領域における大型のシステム更改案件
が堅調に推移したことに加え、電通グループとの協業による顧客の
デジタルトランスフォーメーションを支援するビジネスが拡大し、
増収増益となりました。

22.2%

※1 PLM：Product Lifecycle Management。 製品の開発･設計･製造から販売･保守に至るライフサイクル全体のプロセスを最適化すること
※2 CAE：Computer Aided Engineering。 試作品によるテストや実験のかわりに、コンピュータを用いてシミュレーションし分析する技術

55,020百万円

2020年12月期上期
連結売上高

＊Microsoftは、米国Microsoft Corporationの米国およびその他の国における登録商標
または商標です
＊Microsoft 365は、Microsoft Corporationが提供するサービスの名称です
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代表取締役

ごあいさつ

平素より格別のご理解とご支援を賜り、厚く御礼申し
上げます。

このたびの新型コロナウイルス感染症により影響を受け
ておられる方々に心よりお見舞いを申し上げるとともに、
医療従事者をはじめ最前線で対応されている皆さまへ
深く感謝を申し上げます。

当社グループにおける2020年度上期の業績は、売上
高55,020百万円（前年同期比111.9％）、営業利益
6,971百万円（同133.9％）、経常利益6,862百万円
（同133.2％）、親会社株主に帰属する四半期純利益
4,512百万円（同132.2％）となり、いずれも上期として
過去最高の業績を更新いたしました。新型コロナウイル
ス感染症の世界的流行により、一部のお客さまにおいて
案件の遅延や中断等が発生しましたが、企業の革新的
なサービス創出やビジネスプロセス変革を支援する案件
に積極的に取り組んだ結果、ビジネスソリューション、
製造ソリューションおよびコミュニケーションITの各セグ
メントの業績が好調に推移しました。

足元では、With/Afterコロナに向けて企業の労働環境
や事業環境が急速に変化しており、デジタルトランスフォー
メーション（DX）の進展は社会全体の価値観を変える
パラダイムシフトを引き起こそうとしています。この状況を
踏まえ、当社グループは下期のスタートにあたり将来を
見据えた2つのプロジェクトを新しく立ち上げました。

当社グループの企業理念実現に向け戦略的事業領域を
検討する「長期事業戦略策定プロジェクト」と、New 
Normal時代の新しい働き方を検討する「ワークトランス
フォーメーションプロジェクト」です。

感染症の収束時期が見通せない中、下期も不透明な
事業環境が続くものと予想されますが、通期業績計画の
達成を目指すとともに、将来に向けた２つのプロジェクト
を通じ、持続的な成長に向け強固な事業基盤の確立に
注力してまいります。

より一層のご支援を賜りますよう、よろしくお願い申し
上げます。
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社名 株式会社電通国際情報サービス

本社 東京都港区港南二丁目17番1号

設立 1975年12月11日

連結従業員数 2,997名（2020年6月末現在）

子会社数 17社（国内9社・海外8社）

URL www.isid.co.jp

会社概要

株式状況（2020年6月末現在） 大株主：上位10名（2020年6月末現在）

取締役および監査役

代表取締役社長 名和 亮一

取締役 豊田 操

取締役 上原 伸夫

取締役 一條 和生（社外・独立）

取締役 村山 由香里（社外・独立）

取締役 山口 修治

事業年度

定時株主総会

配当金受領株主確定日

公告方法

上場証券取引所

株主名簿管理人
特別口座の口座管理機関

（同連絡先）

（同郵送先）

1月1日から12月31日まで

3月

期末配当金12月31日／中間配当金6月30日

電子公告により行います。ただし、事故その他やむを得ない
事由により電子公告をすることができない場合は、日本
経済新聞に掲載して行います。

東京証券取引所市場第一部

三菱UFJ信託銀行株式会社

三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部
Tel.0120-232-711
（通話料無料）（平日9:00～17:00）

〒137-8081 新東京郵便局私書箱第29号
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部

（ご注意）
１．株主様の住所変更、買取請求その他各種お手続きにつきましては、原則、口座を開設されている口座
管理機関（証券会社等）で承ることとなっております。口座を開設されている証券会社等にお問い合わ
せください。

２．特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、上記三菱ＵＦＪ信託銀行にお問い
合わせください。なお、三菱ＵＦＪ信託銀行全国各支店にてもお取次ぎいたします。

登録いただいた皆様にプレスリリース、決算情報など、IRに関する新着
情報をメールにてお届けしています（無料）。
ご希望の方は、以下のＵＲＬもしくはQRコードより
お手続きください。

＜ご登録はこちらから＞
https://www.isid.co.jp/ir/mail.html

〒108-0075 東京都港区港南2-17-1
03-6713-6160（IR関連） 03-6713-6055（株式事務関連）
www.isid.co.jp（当社Webサイトからもお問い合わせいただけます）

お問い合わせ先

IRサイト（www.isid.co.jp/ir/）・IRメール配信のご案内

＊本レポートに記載されている会社名、製品名、サービス名およびロゴは、ISIDもしくは各社の商標または登録商標です

銘柄コード：4812（銘柄名：ISID）

株主メモ

発行済株式の総数 32,591,240株

株主数 2,901名

国内法人
（含む自己株式）
62.9%

個人・ほか
9.5%

金融機関等
14.8%

外国法人等
12.8%

株式
分布状況

さらに詳しいIR情報は当社のWebサイトからご覧いただけます。

常勤監査役 中込 洋之介（社外）

監査役 笹村 正彦（社外・独立）

監査役 伊瀨 禎宣

  株主名  

  株式会社電通グループ 20,129 61.8

  日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 1,878 5.8

  日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,488 4.6

  電通国際情報サービス持株会 757 2.3

  GOVERNMENT OF NORWAY 682 2.1

  日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口9） 308 0.9

  BNP PARIBAS SECURITIES SERVICES LUXEMBOURG / 
  JASDEC / FIM / LUXEMBOURG FUNDS / UCITS ASSETS 278 0.9

  日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口5） 249 0.8

  JP MORGAN CHASE BANK 385781 224 0.7

  J.P.MORGAN SECURITIES PLC FOR AND ON BEHALF OF
  ITS CLIENTS JPMSP RE CLIENT ASSETS-SETT ACCT 212 0.7

※1 持株比率は自己株式（8千株）を控除して計算しております
※2 株式会社電通は2020年1月1日付で株式会社電通グループに商号を変更しました

持株数（千株）持株比率（%）


